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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第51期

第２四半期連結
累計期間

会計期間

自平成28年
８月１日
至平成29年
１月31日

売上高 （千円） 1,474,286

経常損失（△） （千円） △279,403

親会社株主に帰属する四半期純損

失（△）
（千円） △281,632

四半期包括利益 （千円） △281,632

純資産額 （千円） 3,212,621

総資産額 （千円） 6,732,171

１株当たり四半期純損失金額

（△）
（円） △18.98

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
（円） －

自己資本比率 （％） 47.4

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △1,419,578

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 53,853

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 752,700

現金及び現金同等物の四半期末残

高
（千円） 1,369,268

 

回次
第51期

第２四半期連結
会計期間

会計期間

自平成28年
11月１日
至平成29年
１月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 1.76

　（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．当社は、第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しておりますので、前第２四半期連結累計

期間及び前連結会計年度の主要な経営指標等については記載しておりません。

３．売上高には、消費税等は含まれておりません。

４．当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につきましては、潜在株式は存在

するものの、１株当たり四半期純損失が計上されているため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容については、重

要な変更はありません。

　なお、第１四半期連結会計期間より、重要性が増したことに伴いエトス株式会社を連結の範囲に含めております。

　この結果、当社グループは、当社及び連結子会社１社により構成されております。

 

 

 

 

EDINET提出書類

株式会社大盛工業(E00239)

四半期報告書

 3/20



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

 

 

２【経営上の重要な契約等】

　特記事項はありません。

 

 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の状況

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による経済政策、金融政策を背景に、雇用、所得環境の

改善が続き緩やかな回復基調にあるなか、一方で、中国をはじめとするアジア新興国の景気減速や英国のＥＵ離脱

問題、米国の新政権による政策運営の動向等の影響で海外経済は不透明な状況で推移してまいりました。

　当社グループの主要事業である建設業界におきましては、公共投資、民間投資は堅調に推移しているものの、施

工技術者の人員不足並びに労務費の高止まり等により依然として厳しい経営環境が続いております。

　このような状況の中、当社グループにおきましては、主力の上・下水道の施工におきまして、他社との差別化を

図るべく、技術力の向上、安全施工の定着化を推し進めてまいりました。不動産部門におきましては、不動産物件

の販売、太陽光発電設備の建設、販売を進めるとともに引き続きＯＬＹ機材等の新規顧客獲得に向けた営業活動、

リピーター等の獲得に注力してまいりました。

　また、新規事業といたしましては、福島県双葉郡楢葉町において震災復興関連作業員用宿舎が完成し、運営を開

始いたしました。

　その結果、当第２四半期連結累計期間における当社グループの業績は、売上高14億74百万円、営業損失63百万

円、経常損失2億79百万円、親会社株主に帰属する四半期純損失2億81百万円となりました。

 

セグメント別の業績は次のとおりであります。

（建設事業）

　建設事業におきましては、東京都における上・下水道工事の受注を積極的に行った結果、受注高23億40百万円、

売上高11億82百万円、完成工事総利益92百万円となりました。

 

（不動産事業等）

　不動産事業等におきましては、震災復興関連作業員用宿舎の運営開始が遅れたこと及び第２四半期に予定してお

りました太陽光発電設備の完成が第３四半期以降にずれ込み、ＯＬＹ機材のリース並びに賃貸物件の家賃収入のみ

の計上となり、売上高2億76百万円、不動産事業等総損失3百万円となりました。

 

（その他）

　その他事業におきましては、クローゼットレンタル事業並びに鍼灸接骨院事業等により、売上高15百万円、その

他の売上総損失14百万円となりました。
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（2）資産、負債及び純資産の状況

　当第２四半期連結会計期間末の資産の残高は、67億32百万円となりました。

　流動資産は46億96百万円となり、主な内訳は、現金及び預金14億19百万円、受取手形・完成工事未収入金等19

億66百万円、未成工事支出金1億96百万円、不動産事業等支出金3億68百万円、販売用不動産5億39百万円であり

ます。

　固定資産は20億34百万円となり、主な内訳は、有形固定資産15億23百万円、投資その他の資産5億4百万円であ

ります。

　当第２四半期連結会計期間末の負債の残高は、35億19百万円となりました。

　流動負債は21億99百万円となり、主な内訳は、工事未払金1億70百万円、短期借入金12億63百万円、未成工事

受入金5億36百万円、工事損失引当金1億3百万円であります。

　固定負債は13億20百万円となり、主な内訳は、長期借入金7億2百万円、訴訟損失引当金3億2百万円、長期未払

金2億66百万円であります。

　当第２四半期連結会計期間末の純資産の残高は、32億12百万円となりました。

　主な内訳は、資本金27億65百万円、資本剰余金7億5百万円、利益剰余金△2億23百万円であります。

 

 

（3）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における「現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の四半期末残高」は13

億69百万円となりました。各キッシュ・フローの状況等につきましては、次のとおりであります。

 

　①営業活動によるキャッシュ・フロー

　営業活動の結果減少した資金は14億19百万円となりました。これは主に、税引前当期純損失2億79百万

円、売上債権の増加7億9百万円、仕入債務の減少1億99百万円、訴訟に伴う供託金の預入れによる支出2億5

百万円によるものであります。

 

　②投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動の結果獲得した資金は53百万円となりました。これは主に、有形固定資産の売却による収入3億

15百万円、有形固定資産の取得による支出2億81百万円によるものであります。

 

　③財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動の結果獲得した資金は7億52百万円となりました。これは主に、短期借入金の純増額9億80百万

円、長期借入金の返済による支出1億69百万円、配当金の支払額71百万円によるものであります。

 

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

 

（5）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000,000

Ａ種優先株式 277,500

Ｂ種優先株式 277,500

計 50,555,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成29年１月31日）

提出日現在発行数(株)
（平成29年３月15日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,848,429 14,848,429
東京証券取引所

（市場第二部）
単元株式数 100株

計 14,848,429 14,848,429 － －
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（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

 

 

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

 

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式総数 資本金 資本準備金

増加数（株） 残高（株）
増加額
（千円）

残高（千円）
増加額
（千円）

残高（千円）

平成28年11月1日～

平成29年１月31日
－ 14,848,429 － 2,765,371 － 167,053
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（６）【大株主の状況】

  平成29年１月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

ウイン ベース テクノロ

ジイス

（常任代理人　垣鍔公

良）

東京都千代田区永田町1丁目11-30 サウスヒル永田町4階 1,041,500 7.01

株式会社ワイピア 東京都千代田区神田北乗物町2 神田乗物町ビル604 600,002 4.04

有限会社広栄企画 東京都葛飾区南水元1丁目10-8 228,358 1.54

碇　悦章 兵庫県川辺郡猪名川町 191,300 1.29

中島　和信 東京都渋谷区 166,600 1.12

山田　孝仁 愛知県東海市 110,600 0.74

山田　紘一郎 東京都中野区 110,010 0.74

マネックス証券株式会社 東京都千代田区麹町2丁目4-1 麹町大通ビル13階 105,417 0.71

株式会社ウィークリーセ

ンター
東京都千代田区神田北乗物町2 神田乗物町ビル604 104,300 0.70

篠原　一臣 東京都板橋区 90,000 0.61

計 － 2,748,087 18.51
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年１月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 8,300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 14,610,700 146,102 －

単元未満株式 普通株式 229,429 －
１単元（100株）未満

の株式

発行済株式総数  14,848,429 － －

総株主の議決権  － 146,102 －

 （注）１．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式１株が含まれております。

　　　 ２．「完全議決権株式（その他）」の欄の株式数には、証券保管振替機構名義の株式が500株含まれておりますが

　　　　　 議決権の数には同機構名義の5個は含めておりません。

②【自己株式等】

平成29年１月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

㈱大盛工業
東京都葛飾区水元三

丁目15番８号
8,300 － 8,300 0.06

計 － 8,300 － 8,300 0.06

（注）当第２四半期会計期間末日現在の自己株式数は8,301株となっております。

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）により作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成28年11月１日から平

成29年１月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年８月１日から平成29年１月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、ＫＤＡ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

 （単位：千円）

 
当第２四半期連結会計期間
(平成29年１月31日)

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 1,419,268

受取手形・完成工事未収入金等 1,966,049

未成工事支出金 196,035

不動産事業等支出金 368,571

販売用不動産 539,235

営業保証金 145,641

その他 98,464

貸倒引当金 △36,564

流動資産合計 4,696,701

固定資産  

有形固定資産  

建物・構築物 1,675,543

減価償却累計額 △841,730

建物・構築物（純額） 833,813

機械・運搬具 170,628

減価償却累計額 △132,765

機械・運搬具（純額） 37,862

土地 611,526

リース資産 30,357

減価償却累計額 △2,331

リース資産（純額） 28,026

建設仮勘定 12,654

有形固定資産合計 1,523,883

無形固定資産 6,141

投資その他の資産  

長期貸付金 159,592

固定化営業債権 210,392

保険積立金 176,617

供託金 205,350

その他 108,480

貸倒引当金 △355,627

投資その他の資産合計 504,805

固定資産合計 2,034,830

繰延資産 638

資産合計 6,732,171
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 （単位：千円）

 
当第２四半期連結会計期間
(平成29年１月31日)

負債の部  

流動負債  

工事未払金 170,174

短期借入金 1,263,321

未払法人税等 9,937

未成工事受入金 536,780

賞与引当金 11,229

工事損失引当金 103,921

完成工事補償引当金 12,796

その他 91,182

流動負債合計 2,199,342

固定負債  

長期借入金 702,646

退職給付に係る負債 12,359

訴訟損失引当金 302,141

長期預り保証金 13,619

リース債務 23,257

長期未払金 266,181

固定負債合計 1,320,207

負債合計 3,519,550

純資産の部  

株主資本  

資本金 2,765,371

資本剰余金 705,812

利益剰余金 △223,591

自己株式 △54,436

株主資本合計 3,193,155

新株予約権 19,465

純資産合計 3,212,621

負債純資産合計 6,732,171
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（２）【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

 （単位：千円）

 
 当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年８月１日
　至　平成29年１月31日)

売上高  

完成工事高 1,182,658

不動産事業等売上高 276,360

その他の売上高 15,267

売上高合計 1,474,286

売上原価  

完成工事原価 1,089,861

不動産事業等売上原価 279,364

その他の売上原価 30,081

売上原価合計 1,399,308

売上総利益  

完成工事総利益 92,796

不動産事業等総損失（△） △3,003

その他の売上総損失（△） △14,813

売上総利益合計 74,978

販売費及び一般管理費 ※１ 138,741

営業損失（△） △63,763

営業外収益  

受取利息 418

不動産賃貸料 31,515

退職給付引当金戻入額 10,005

貸倒引当金戻入額 10,359

完成工事補償引当金戻入額 40,155

賞与引当金戻入額 10,392

その他 10,232

営業外収益合計 113,079

営業外費用  

支払利息 15,799

不動産賃貸原価 14,868

訴訟損失引当金繰入額 297,741

その他 310

営業外費用合計 328,719

経常損失（△） △279,403

税金等調整前四半期純損失（△） △279,403

法人税、住民税及び事業税 2,228

法人税等合計 2,228

四半期純損失（△） △281,632

（内訳）  

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △281,632

非支配株主に帰属する四半期純利益 －

その他の包括利益 －

四半期包括利益 △281,632

（内訳）  

親会社株主に係る四半期包括利益 △281,632

非支配株主に係る四半期包括利益 －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

 （単位：千円）

 
 当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年８月１日
　至　平成29年１月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純損失（△） △279,403

減価償却費 22,857

訴訟損失引当金の増減額（△は減少） 257,741

退職給付引当金の増減額（△は減少） △9,605

賞与引当金の増減額（△は減少） △24,674

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 3,407

受取利息及び受取配当金 △688

支払利息 16,069

売上債権の増減額（△は増加） △709,424

たな卸資産の増減額（△は増加） △92,480

仕入債務の増減額（△は減少） △199,416

未成工事受入金の増減額（△は減少） △115,544

未払法人税等（外形標準課税）の増減額（△は減

少）
△5,687

その他 △49,189

小計 △1,186,039

利息及び配当金の受取額 688

利息の支払額 △19,443

供託金の預入れによる支出 △205,902

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △8,882

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,419,578

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △281,562

有形固定資産の売却による収入 315,702

その他 19,713

投資活動によるキャッシュ・フロー 53,853

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） 980,000

長期借入れによる収入 23,956

長期借入金の返済による支出 △169,791

割賦債務の返済による支出 △7,002

リース債務の返済による支出 △2,329

配当金の支払額 △71,945

その他 △188

財務活動によるキャッシュ・フロー 752,700

現金及び現金同等物に係る換算差額 9,171

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △603,853

現金及び現金同等物の期首残高 1,971,685

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減

額（△は減少）
1,435

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,369,268
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　　　　該当事項はありません。

 

 

 

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　連結範囲の重要な変更

　　第１四半期連結会計期間より、重要性が増したことに伴いエトス株式会社を連結の範囲に含めております。

 

 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　　　　該当事項はありません。

 

 

 

（追加情報）

　　　　（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　　　　　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１

　　　　四半期連結会計期間から適用しております。

 

 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　　該当事項はありません。
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（四半期連結損益及び包括利益計算書関係）

※１．一般管理費及び販売費の主なもの

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成28年8月 1日
　　至　平成29年1月31日）

役員報酬 20,499千円

従業員給料手当 22,661

賞与引当金繰入額 1,831

退職給付費用 1,392

支払手数料 32,926

 

 

２．　当第２四半期連結累計期間（自　平成28年８月１日　至　平成29年１月31日）

 当社の売上高は、主たる事業である建設事業において、第２四半期連結累計期間までと第３四半期連結

会計期間以降では、休暇日数の差異があり、第３四半期連結会計期間以降に売上高が多くなるといった季

節的変動要因があります。

 

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年８月１日
至 平成29年１月31日）

現金預金勘定 1,419,268千円

預入期間が３カ月を超える定期預金 △50,000

現金及び現金同等物 1,369,268

 

（株主資本等関係）

当第２四半期連結累計期間（自　平成28年８月１日　至　平成29年１月31日）

１．配当に関する事項

　　配当金支払額

 
(決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

1株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当原資

平成28年10月28日

定時株主総会
普通株式 74,205 5 平成28年7月31日 平成28年10月31日 利益剰余金

 

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第２四半期連結累計期間（自　平成28年８月１日　至　平成29年１月31日）

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

その他

(注)1
合計 調整額

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)2
 建設事業 不動産事業等 計

売上高        

(1)外部顧客への売上高 1,182,658 276,360 1,459,018 15,267 1,474,286 － 1,474,286

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ 28,396 28,396 － 28,396 △28,396 －

計 1,182,658 304,757 1,487,415 15,267 1,502,683 △28,396 1,474,286

セグメント損失(△) △13,623 △31,022 △44,646 △19,117 △63,763 － △63,763

(注)1.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、クローゼットレンタル

　　　の売上等及び鍼灸接骨院事業売上であります。

　　2．セグメント損失(△)は四半期損益及び包括利益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

 

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成28年８月１日
至　平成29年１月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △18円98銭

（算定上の基礎）  

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（千円）
△281,632

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

損失金額（△）（千円）
△281,632

普通株式の期中平均株式数（株） 14,840,633

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

　　－

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につきましては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期

　　　純損失金額が計上されているため記載しておりません。
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年３月15日

株式会社大盛工業

取締役会　御中
 

ＫＤＡ監査法人
 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 毛　利  優 　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 園　田　光　基　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社大盛工

業の平成28年８月１日から平成29年７月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成28年11月１日から平成

29年１月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年８月１日から平成29年１月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及

び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社大盛工業及び連結子会社の平成29年１月31日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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